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 I. 業 績 の 概 況  

 

（1）市場環境および事業基盤の変化 

日本経済は、新政権発足以降、緊急経済対策をはじめ、デフレ脱却に向けた金

融・財政などにおける対策の早期打ち出しにより、円高是正・株価上昇など明る

い兆しが見えているものの、未だ実体経済は本格的な回復軌道に入っておらず、

海外経済についても減速状態から脱していないことから、景気の先行きは不透明

な状態が続いています。 

情報通信市場においては、スマートフォンやタブレット型端末の急速な普及、

LTE をはじめとするモバイルアクセスの高速化、クラウド化の進展に加え、ビッ

グデータ解析や BYOD（Bring Your Own Device）といった ICT 活用の新たな展開

にも注目が集まっています。 

 

（2）経営概況 

当社は、このような経営環境の激しい変化を踏まえ、2011 年に新たな事業ビ

ジョン「ビジョン 2015」を策定し、“Global ICT Partner”というスローガンの

もと、2015 年度に連結収益 1.5 兆円以上、グローバル売上高 2倍以上(2010 年度

比)を目標指標としてグループトータルでの成長を目指すこととしました。 

 

2012 年度は、「ビジョン 2015」の実現に向け、グローバルクラウドビジョンに

基づく新たなサービスの提供、グローバルシームレスなセールスの展開、競争力

の高いオペレーションの実現など、新たな成長事業の立ち上げと既存事業の抜本

的な効率化を同時に進めました。 

 

まず、サービスにおいては、グローバルシームレスなサービスの展開、サービ

スラインアップの拡充を図りました。各事業分野別の主な取り組みは、以下のと

おりです。 

 

<各事業分野別の取り組み> 

・クラウド基盤： 

ネットワーク仮想化技術をデータセンター内・データセンター間のネットワ

ークに世界で初めて採用したプライベートクラウドサービス「Biz ホスティン

グ Enterprise Cloud」を日本・香港で提供開始し、2013 年 3 月までに世界 7

カ国 9拠点へ拡充しました。また、「シンガポール セラングーンデータセンタ

ー」、「マレーシア サイバージャヤ 3 データセンター」の提供を開始し、都内

最大規模の「東京第 6データセンター」の建設を完了するなど、国内外のデー

タセンターを拡充しました。 
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・データネットワーク： 

「Arcstar Universal One」において、2012 年 8 月に運用開始した海底ケー

ブル「Asia Submarine-cable Express」をバックボーンに追加し、信頼性の高

いグローバルネットワークサービスを拡充しました。また、モバイルデータ通

信サービスの多様なニーズに対応するため、「Arcstar Universal One モバイル」

および「OCN モバイル」に高速モバイルデータ通信が可能な LTE 対応プランを

追加しました。さらに、通信量の増大に対応してアジア初となる「スーパーOCN 

100 ギガビットイーサネットサービス」を提供開始しました。 

・ボイスコミュニケーション： 

音声通信とデータ通信の回線統合や BYOD に対応可能なサービスの推進を企

業向けサービスの柱と位置づけ、「Arcstar IP Voice」や「050 plus for Biz」

の「W-mode オプション」を提供開始するとともに、「Arcstar UCaaS」の機能を

拡充しました。さらに、スマートフォンやタブレット端末に対応した高品質映

像コミュニケーションサービス「Arcstar Video Conferencing(ビデオ会議)」

を提供開始し、会議サービスのラインアップを充実しました。 

・アプリケーション＆コンテンツ： 

企業のお客さま向けには、メール、ストレージ、仮想デスクトップといった、

業種業態を問わず汎用的に利用されるサービスの拡充を推進しました。また、

企業のマーケティング活動を支援するオンラインマーケティングソリューシ

ョン事業をさらに強化するために、「NTT コム オンライン・マーケティング・

ソリューション株式会社」を設立しました。NTT ぷらら社においては、「ひかり

TV」の新たなサービスとして、電子書籍サービス「ひかり TV ブック」、音楽配

信サービス「ひかり TV ミュージック」を提供開始しました。 

・ソリューション： 

お客さまのオンプレミスからクラウドへの移行に際して、サーバからネット

ワークインフラやアプリケーションまでを含めたトータルなクラウド移行を

サポートする「クラウドマイグレーションサービス」を提供開始しました。ま

た、グローバルでトータルなセキュリティ対策のアウトソーシングサービス

「Biz マネージドセキュリティサービス」を提供開始するとともに、Integralis

社、Secode 社および NTT セキュアプラットフォーム研究所と共同で、標的型攻

撃などセキュリティリスクの検知・分析機能を強化した新セキュリティ運用基

盤を開発しました。 

 

セールスにおいては、グローバルシームレスなセールスを追求し、グローバル

アカウントマネジメントシステムによる深掘り営業を展開しました。また、中小

法人層への販売力強化を目的として、販売会社「NTT コム マーケティング株式

会社」を設立したほか、中小企業や SOHO のお客さま向けのオンラインショッピ

ングサイト「NTT コムストア」を開設しました。さらに、BYOD ソリューションの

事業展開を強化するため、BYOD ソリューション推進室を新設しました。 

 



 

 
-3- 

オペレーションにおいては、サービス横断で重複したプロセスを見直し、グル

ープ全体でバリューチェーンを再構築し、効率性を徹底追求しました。具体的に

は、リソース・ノウハウを NTT コミュニケーションズグループのバリューチェー

ンを担う会社へ集中させ、専門性を高め、多様な人材の活用と更なる効率化を推

進する取り組みや、オフショア化を積極的に展開するなど、グローバルレベルで

の機能分担・最適配置の取り組みを実施しました。また、オペレーションプロセ

スの標準化、自動化、集約化の推進によるコスト構造の抜本的な変革に取り組み

ました。 

 

その他、外資系通信事業者として初めて、新市場として存在感を増しているミ

ャンマーのヤンゴンに営業拠点を設立しました。また、インドにおいてデータセ

ンター関連サービスを提供している Netmagic Solutions Private Limited 社の

買収やイギリスにおいてデータセンター関連サービスを提供している Gyron 

Internet Limited 社の買収、フィリピンを中心に IP テレフォニーや業務システ

ムに関する SI サービスなどを提供している DTSI グループの持株会社である

Freedom Resources Holdings Corporation 社の買収など、多国籍企業のお客さ

まのニーズに応え、付加価値の高いトータルな ICT サービスの充実に努めました。 

 

（3）経営成績 

営業収益については、減少傾向が続いており、音声伝送収入は対前年比▲303

億円減(▲9.4%)の 2,939 億円、IP系収入は対前年比▲25億円減(▲0.7%)の 3,718

億円、データ通信収入は対前年比▲106 億円減(▲13.6%)の 676 億円となりまし

た。一方、前期まで減収が続いていたソリューション収入が、当期は対前年比+42

億円増(+2.4%)の 1,839 億円となりました。 

以上の結果、営業収益全体としては、対前年比▲362 億円減(▲3.7%)の 9,448

億円となりました。 

 

次に、営業費用については、コストコントロールの徹底などにより、経費が対

前年比▲289 億円減(▲6.7%)の 4,006 億円となりました。また、音声伝送収入の

減などの影響により通信設備使用料が対前年比▲229億円減(▲9.7%)の 2,135億

円となりました。 

 以上の結果、営業費用全体としては、対前年比▲485 億円減(▲5.6%)の 8,266

億円となりました。 

 

これにより、営業利益については、対前年比+123 億円増(+11.7%)の 1,181 億

円となりました。当期純利益については、相互接続料金の精算および不動産売却

などによる特別利益 240 億円、関係会社株式評価による特別損失 318 億円を計上

した結果、対前年比 70 億円増(+12.0％)の 653 億円となりました。 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 １４６，７２８ １４５，６３７ △ １，０９０

　　　　空中線設備 １，５６９ １，４５９ △ １１０

　　　　端末設備 ９２９ ７６４ △ １６５

　　　　市内線路設備 ８３６ ８１０ △ ２６

　　　　市外線路設備 ７，４９７ ７，１２２ △ ３７５

　　　　土木設備 ５４，８６１ ５４，２３８ △ ６２３

　　　　海底線設備 ８，９７４ ２０，４８２ １１，５０８

　　　　建物 １２７，９１０ １３８，９９５ １１，０８５

　　　　構築物 ２，７７９ ３，０５８ ２７９

　　　　機械及び装置 ８１ １４０ ５９

　　　　車両及び船舶 ２５ ７９ ５３

　　　　工具、器具及び備品 ３３，３７９ ３４，４１６ １，０３７

　　　　土地 ４７，３４９ ３８，９１８ △ ８，４３１

　　　　リース資産 ６，２６８ ９，００８ ２，７３９

　　　　建設仮勘定 ３０，４７９ ８，３０３ △ ２２，１７５

　　　　有形固定資産合計 ４６９，６７１ ４６３，４３４ △ ６，２３６

　　　無形固定資産 ８４，０５５ ８２，８６４ △ １，１９１

　　　電気通信事業固定資産合計 ５５３，７２７ ５４６，２９９ △ ７，４２７

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 １１８，９６９ １６６，２９１ ４７，３２１

　　　　関係会社株式 １７８，５５０ １６７，６３７ △ １０，９１３

　　　　出資金 ２１０ ２５８ ４７

　　　　関係会社出資金 ２，２７４ ２，２２６ △ ４７

　　　　関係会社長期貸付金 － １，７２５ １，７２５

　　　　長期前払費用 ２，０７２ １，９８４ △ ８７

　　　　繰延税金資産 ２０，４０３ １，２４３ △ １９，１６０

　　　　海底線使用権 １０，４０２ １２，５６７ ２，１６５

　　　　その他の投資及びその他の資産 ２０，３８７ ２２，５８４ ２，１９７

　　　　貸倒引当金 △ ２１９ △ ２３２ △ １３

　　　　投資その他の資産合計 ３５３，０５３ ３７６，２８７ ２３，２３４

　　固定資産合計 ９０６，７８０ ９２２，５８７ １５，８０６

　流動資産

　　現金及び預金 ２３，８６３ ９，５９３ △ １４，２６９

　　受取手形 ４４６ ２５ △ ４２１

　　売掛金 １９２，６３０ １８１，１５７ △ １１，４７２

　　未収入金 ３，６１７ ５２，１８３ ４８，５６５

　　リース投資資産 ６３６ ３３３ △ ３０３

　　有価証券 １０ － △ １０

　　貯蔵品 ９，４２４ ８，０２４ △ １，３９９

　　前渡金 １，６２７ １，３３６ △ ２９１

　　前払費用 ４，３４６ ４，３２８ △ １７

　　繰延税金資産 ５，９５３ ６，９５１ ９９７

　　短期貸付金 ６，５７３ １３，９２７ ７，３５３

　　関係会社預け金 ４３，６７１ ３５，５９８ △ ８，０７２

　　その他の流動資産 ５，００２ ４，６３９ △ ３６２

　　貸倒引当金 △ ２，２９４ △ ２，１４８ １４６

　　流動資産合計 ２９５，５０９ ３１５，９５１ ２０，４４２

　資産合計 １，２０２，２９０ １，２３８，５３８ ３６，２４８

（2012年３月31日） （2013年３月31日）

Ⅱ．比較貸借対照表 

科 目
第 13 期 第 14 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ６３，６６６ ６０，０８０ △ ３，５８６

　　リース債務 ６，８０１ １０，６６５ ３，８６３

　　退職給付引当金 ８２，５３３ ８４，１２６ １，５９３

　　ポイントサービス引当金 ３，９５７ ３，６７４ △ ２８３

　　未使用テレホンカード引当金 ５，９６４ ５，２９２ △ ６７２

　　資産除去債務 ６６９ ６００ △ ６８

　　その他の固定負債 ８，８３６ ６，９４３ △ １，８９２

　　固定負債合計 １７２，４３０ １７１，３８３ △ １，０４６

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ４３，６４３ ３，５８６ △ ４０，０５６

　　買掛金 ２６，０６３ ２５，１３６ △ ９２６

　　短期借入金 － ７３０ ７３０

　　リース債務 ３，７４９ ４，４８５ ７３６

　　未払金 １７３，３４２ １７６，１５０ ２，８０８

　　未払費用 ５，５８１ ４，８９９ △ ６８１

　　未払法人税等 ９，５３３ １５，１３４ ５，６０１

　　前受金 ６，００４ ５，１３７ △ ８６６

　　預り金 １４，５６８ １９，６０９ ５，０４１

　　前受収益 ７３ ７６ ２

　　工事損失引当金 １０５ ２１ △ ８４

　　災害損失引当金 ５０６ ６ △ ４９９

　　その他の流動負債 １，９７４ ５７９ △ １，３９４

　　流動負債合計 ２８５，１４５ ２５５，５５４ △ ２９，５９０

　負債合計 ４５７，５７５ ４２６，９３８ △ ３０，６３６

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ２１１，７６３ ２１１，７６３ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　　資本剰余金合計 １３１，６１５ １３１，６１５ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　買換資産特別勘定積立金 １，９２１ １，６１９ △ ３０１

　　　　圧縮積立金 ２，３４７ ２，９４７ ６００

　　　　繰越利益剰余金 ３５２，０５６ ３８６，５３７ ３４，４８１

　　　利益剰余金合計 ３５６，３２４ ３９１，１０４ ３４，７８０

　　株主資本合計 ６９９，７０３ ７３４，４８３ ３４，７８０

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ４５，０１０ ７７，１１６ ３２，１０５

　　評価・換算差額等合計 ４５，０１０ ７７，１１６ ３２，１０５

　純資産合計 ７４４，７１４ ８１１，６００ ６６，８８５

負債・純資産合計 １，２０２，２９０ １，２３８，５３８ ３６，２４８

科 目
（2012年３月31日） （2013年３月31日）

第 13 期 第 14 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 ８１７，５５６ ７７５，２１７ △ ４２，３３９

　営業費用

　　営業費 ２０３，３４１ １７６，９８５ △ ２６，３５５

　　施設保全費 ８２，３０３ ８０，１３１ △ ２，１７２

　　共通費 １１，７８４ １１，３８９ △ ３９５

　　管理費 ７１，４３８ ７２，１２７ ６８９

　　試験研究費 １３，８７０ １３，７１９ △ １５１

　　減価償却費 ８７，５２０ ９０，７８８ ３，２６８

　　固定資産除却費 ６，８１９ ９，６４７ ２，８２８

　　通信設備使用料 ２２２，３９２ １９７，９８９ △ ２４，４０３

　　租税公課 １０，９３０ １１，３８３ ４５３

　　営業費用合計 ７１０，４００ ６６４，１６２ △ ４６，２３８

　電気通信事業営業利益 １０７，１５６ １１１，０５４ ３，８９８

附帯事業営業損益

　営業収益 １６３，４６４ １６９，５９４ ６，１３０

　営業費用 １６４，８７２ １６２，５１２ △ ２，３６０

　附帯事業営業利益又は
　附帯事業営業損失（△）

△ １，４０７ ７，０８２ ８，４９０

営業利益 １０５，７４８ １１８，１３７ １２，３８９

営業外収益

　受取利息 ９６ ２２７ １３０

　受取配当金 ９，０３３ ７，５１７ △ １，５１６

　物件貸付料 １３，０２１ １３，０９９ ７７

　雑収入 １，５６３ ３，８６８ ２，３０５

　営業外収益合計 ２３，７１５ ２４，７１２ ９９６

営業外費用

　支払利息 ２，１９６ １，６９０ △ ５０５

　物件貸付費用 ７，５４６ ６，９６７ △ ５７９

　リース契約承継差損 － １，５５７ １，５５７

　雑支出 ７２６ ２，９０５ ２，１７８

　営業外費用合計 １０，４６９ １３，１２１ ２，６５１

経常利益 １１８，９９４ １２９，７２８ １０，７３４

特別利益

　固定資産売却益 ３，７２８ ８，９６５ ５，２３６

　相互接続精算益 － １２，７０６ １２，７０６

　その他 － ２，３４８ ２，３４８

　特別利益合計 ３，７２８ ２４，０２１ ２０，２９２

特別損失

　関係会社株式評価損 ９，５９９ ３１，８９５ ２２，２９６

　特別損失合計 ９，５９９ ３１，８９５ ２２，２９６

税引前当期純利益 １１３，１２３ １２１，８５３ ８，７２９

法人税、住民税及び事業税 ４３，２７９ ５６，２５４ １２，９７４

法人税等調整額 １１，５４０ ２８７ △ １１，２５２

当期純利益 ５８，３０３ ６５，３１１ ７，００８

2011年４月１日から

 Ⅲ．比較損益計算書  

第 13 期

2012年３月31日まで
2012年４月１日から

第 14 期

増 減 （ △ ）
2013年３月31日まで
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前事業年度  （自 2011年４月１日 至 2012年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 － 2,163 310,859 313,022 656,401 31,972 31,972 688,373

当期変動額            

剰余金の配当      △ 15,000 △ 15,000 △ 15,000   △ 15,000

当期純利益      58,303 58,303 58,303   58,303

買換資産特別勘定積立金の積立    1,921  △ 1,921     －

圧縮積立金の積立     183 △ 183     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        13,038 13,038 13,038

当期変動額合計 － － － 1,921 183 41,197 43,302 43,302 13,038 13,038 56,341

当期末残高 211,763 131,615 131,615 1,921 2,347 352,056 356,324 699,703 45,010 45,010 744,714

当事業年度  （自 2012年４月１日 至 2013年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 211,763 131,615 131,615 1,921 2,347 352,056 356,324 699,703 45,010 45,010 744,714

当期変動額            

剰余金の配当      △ 30,500 △ 30,500 △ 30,500   △ 30,500

当期純利益      65,311 65,311 65,311   65,311

会社分割による減少      △ 31 △ 31 △ 31   △ 31

買換資産特別勘定積立金の積立    1,619  △ 1,619     －

買換資産特別勘定積立金の取崩    △ 1,921  1,921     －

圧縮積立金の積立     600 △ 600     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        32,105 32,105 32,105

当期変動額合計 － － － △ 301 600 34,481 34,780 34,780 32,105 32,105 66,885

当期末残高 211,763 131,615 131,615 1,619 2,947 386,537 391,104 734,483 77,116 77,116 811,600

利益剰余金

評価・換算差額等

その他
有価証券

評価
差額金

 Ⅳ．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計 圧縮積立金

利益
剰余金
合計

純資産
合計

株主資本

その他利益剰余金

資本剰余金

評価・換算
差額等
合計買換資産

特別勘定
積立金

株主資本
合計

繰越利益
剰余金

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金
圧縮積立金

買換資産
特別勘定
積立金

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

評価・換算差額等
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ３２４，２６８ ２９３，９３１ △ ３０，３３６ △ ９．４ 

　ＩＰ系収入 ３７４，４２０ ３７１，８６０ △ ２，５５９ △ ０．７ 

（再）ＯＣＮ収入 １５８，８０４ １５５，８９２ △ ２，９１２ △ １．８ 

（再）ＩＰ－ＶＰＮ収入 ６９，５８０ ６７，９１３ △ １，６６７ △ ２．４ 

（再）広域イーサネット収入 ５４，０９４ ５１，８４８ △ ２，２４６ △ ４．２ 

　データ通信収入（ＩＰ系除く） ７８，３３２ ６７，６７０ △ １０，６６１ △ １３．６ 

（再）専用収入 ５６，７０８ ５０，３２８ △ ６，３８０ △ １１．３ 

　ソリューション収入 １７９，７２９ １８３，９６０ ４，２３０ ２．４ 

　その他の収入 ２４，２７１ ２７，３８８ ３，１１６ １２．８ 

営業収益合計 ９８１，０２１ ９４４，８１２ △ ３６，２０９ △ ３．７ 

2012年３月31日まで 2013年３月31日まで
2011年４月１日から

増　減　額
（△）

 Ⅴ．営業収益内訳 

第13期

科 目

第14期

2012年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １１３，１２３ １２１，８５３ ８，７２９ 

　減価償却費 １００，８２１ １０４，９８６ ４，１６４ 

　固定資産除却損 ４，７１３ ８，１８９ ３，４７６ 

　固定資産売却益 △ ４，２５６ △ ９，４７４ △ ５，２１７ 

　貸倒引当金の増加又は減少（△）額 △ ９３ △ １３３ △ ４０ 

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 ３，１６０ １，５９３ △ １，５６７ 

　関係会社株式評価損 ９，５９９ ３１，８９５ ２２，２９６ 

　売上債権の増加（△）又は減少額 △ ９，０８８ △ ３６，２５５ △ ２７，１６６ 

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ １，９９９ １，３９５ ３，３９４ 

　仕入債務の増加又は減少（△）額 １，２６５ △ １，００５ △ ２，２７０ 

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 ２，３１４ ８４０ △ １，４７４ 

　その他 △ ４，４２８ △ ６，３１０ △ １，８８２ 

　小計 ２１５，１３２ ２１７，５７５ ２，４４３ 

　利息及び配当金の受取額 ９，１０７ ７，７０２ △ １，４０４ 

　利息の支払額 △ ２，３３０ △ １，６８２ ６４７ 

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ２４，９８０ △ ４５，９３２ △ ２０，９５２ 

　営業活動によるキャッシュ・フロー １９６，９２９ １７７，６６２ △ １９，２６６ 

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ １２３，０２５ △ １１１，２６３ １１，７６２ 

　固定資産の売却による収入 ４，９３８ １７，８４５ １２，９０６ 

　投資有価証券等の取得による支出 △ ５，７２７ △ ２１，９６７ △ １６，２３９ 

　投資有価証券等の売却による収入 １３６ ４，７２６ ４，５９０ 

　長期貸付による支出 － △ １，７２５ △ １，７２５ 

　短期貸付による支出 △ ２，７８１ △ ３，３４５ △ ５６４ 

　その他 △ ２，００８ △ ３，９３２ △ １，９２４ 

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ １２８，４６８ △ １１９，６６１ ８，８０６ 

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入金の返済による支出 △ ３７，０７３ △ ４３，６４３ △ ６，５６９ 

　短期借入による増減（△）額 △ ６５ ７３０ ７９５ 

　リース債務の返済による支出 △ ４，１１０ △ ４，２４９ △ １３９ 

　配当金の支払額 △ １５，０００ △ ３０，５００ △ １５，４９９ 

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５６，２５０ △ ７７，６６３ △ ２１，４１２ 

現金及び現金同等物に係る換算差額 ２９０ １，３２７ １，０３７ 

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 １２，５００ △ １８，３３４ △ ３０，８３４ 

現金及び現金同等物の期首残高 ５７，９５８ ７０，４５９ １２，５００ 

現金及び現金同等物の期末残高 ７０，４５９ ５２，１２４ △ １８，３３４ 

第 14 期

 Ⅵ．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目 2011年４月１日から 2012年４月１日から
2012年３月31日まで 2013年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 13 期
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Ⅶ．NTTコミュニケーションズグループ決算概況

（単位　百万円）

第 13 期 第 14 期

科　　　目 2011年４月１日から 2012年４月１日から

2012年３月31日まで 2013年３月31日まで

営業収益 1,213,157 1,194,721 △ 18,436 △ 1.5

営業費用 1,102,548 1,078,399 △ 24,149 △ 2.2

営業利益 110,609 116,322 5,713 5.2

増 減 額
（△）

増 減 率
（％）

-10-


	■表紙COM-1.pdf
	■決算発表資料I（業績の概況）JPN201305072100
	■決算発表資料II～VI(J) 1
	■決算発表資料II～VI(J) 2
	■決算発表資料II～VI(J) 3
	■決算発表資料II～VI(J) 4
	■決算発表資料II～VI(J) 5
	■決算発表資料II～VI(J) 6
	■決算発表資料VII(J) 7

